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はじめに
ロシアによるウクライナ侵略から１年３カ月が経過、全世界が結束し、国際世論で包囲していくことが戦争を止める一番の力です。東アジアでこうした「軍事対軍事」の悪循環に陥らないためには、政府が外交努力を尽くすことです。その立場から日本共産党は３月、「日中両国関係の前向きの打開のために」との提言を発表、「平和と友好に向けた共通の土台」を生かした外交努力を行うよう日中両政府に呼びかけました。

こうした中５月19日から21日、Ｇ７広島サミット（主要７カ国首脳会議）が初めて被爆地広島で開催されました。ウクライナ情勢、気候・エネルギー問題、食料問題、ジェンダー平等などが主なテーマで、とりわけ核兵器廃絶への前向きな動きを示すことができるかどうかが注目されました。しかし、合意した「核軍縮に関するＧ７首脳広島ビジョン」は、「核兵器禁止条約」には一言も言及せず、「核兵器のない世界」を「究極の目標」として永久に先送り、「核抑止力」論に固執する姿勢を公然と打ち出しました。被爆者をはじめ国内外から失望の声と批判が相次いでいることは当然です。
岸田政権は今国会で、軍拡財源法案、軍事産業支援法案、原発推進等５法案、入管法改悪、マイナ保険証など重大法案を十分な審議時間も確保しないまま、次々と強行しようとしています。安保３文書に基づき、今年度から５年間で軍事費に43兆円もの巨額をつぎ込む軍拡財源法案は、敵基地攻撃能力保有をはじめ大軍拡を推進するための憲法違反の法案です。また政府は、増税によって最大3.5兆円の確保をねらい、来年以降、復興特別所得税の約半分を軍拡財源に回すとしています。被災地復興のための財源を軍事費に転用するなど断じて許されません。

とりわけ、「ＧＸ脱炭素電源法案」いわゆる原発推進等５法案は、脱炭素やエネルギー危機を口実に、福島第一原発事故の反省や教訓を投げ捨て、原発新増設や運転期間延長など原発回帰へと大転換するものです。国民にまともな説明もせず、審議不十分なまま、わずか１カ月余で可決・成立したことは、被災県として許されないものです。◇「原子炉等規制法（炉規法）」の安全規制である運転期間を制限する条文を削除し、経産省所管の「電気事業法」に移す　◇原発を電源の選択肢として活用し続けることを「国の責務」として新設し、原発推進を事実上規定する「原子力基本法」の改悪などは極めて重大です。いまやるべきは、原発と石炭火力発電の全廃を決断し、徹底した省エネ、再エネの大量導入で脱炭素を実現することです。

入管法改悪案は、世界でも異常に低い難民認定率、原則収容主義などの非人道的な入管・難民行政を改めず、送還の促進、外国人の人権侵害を一層深刻化させるものです。国連人権理事会などから国際人権法に反するとの厳しい意見があがっており、改悪案は廃案にすべきです。

また、「マイナンバー法など関連法改正案」が成立すれば、保険証は2024年秋に廃止され、国民皆保険制度の下で守られている国民のいのちと健康が脅かされます。全国保険医団体連合会（保団連）アンケートでは、65％が保険証廃止に反対しています。マイナ保険証への別人情報のひも付けがすでに7,312件、登録不備などで医療費10割支払ったケースが今年４月以降204件確認されるなど、トラブルが続出しています。政府の狙いは、マイナカードにさまざまな機能をひも付けし、使途を拡大することで個人データを収集・利用することです。問題をうやむやにしてマイナカードの使途拡大を強行することは論外です。
これら重大な問題点をはらむ悪法の数々は徹底審議の上、廃案を求めるものです。

長引くコロナ禍と物価高騰が県民の暮らしを直撃しています。福島県労連などが行った「最低生計費調査」によれば、東北地方では最低生計費1,700円程度（時給換算）が必要と試算しており、最低賃金の引き上げは急務です。とりわけ、非正規雇用が全体の４割、うち女性が７割という異常な労働体系や高すぎる教育費など、未来を担う学生・若者が生きづらさをかかえ、将来に希望が持てない現状は政治の責任で打開すべきです。
新型コロナウイルス感染症の法律上の分類が５月８日から「５類」に移行されました。ウイルスの特性は変わらないだけに、医療支援の大幅削減や患者の負担増はすべきでありません。

大震災・原発事故から12年、国・東京電力は専門家が提案する地下水流入対策のまともな検討もせずに、原発汚染水・処理水の海洋放出をこの夏にも開始しようとしています。漁業者をはじめ県民は納得しておらず、県は県民の声を代弁すべきです。また、東京電力がようやく追加賠償方針を示し申請受付が開始されましたが、国の賠償指針はあくまで最低基準であり、会津地方について賠償の対象から除外することは県民分断であり許されません。

県内では４月、９市13町２村で凍霜害による被害が発生、農作物等の被害額は４億４千万円との試算です。毎年のように連続して発生する自然災害、燃料や資材など異常な物価高騰に苦しむ県内農家への特別な支援策が求められています。

岸田政権の暴政に対し県民の立場で正面から対峙し、いのちと暮らしを守るあたたかい県政、福祉型県政の実現を求めるものです。６月定例会に先立ち、以上の観点から、具体的施策を実施するよう要望します。

一、岸田政権の暴走政治と対峙し、県民のいのちと暮らし・平和最優先の県政を
１、新型コロナ感染症に加え原油・物価高騰が、県民生活と事業者を直撃している。
さらに、６月から電気代は平均世帯で月額1,300円の負担増となる。中小企業や農家も、電気代・資材等の高騰でいっそう経営危機にさらされている。県は、国の交付金を活用し、生活困窮者への支援をはじめ、中小業者や農家の直接減収分を補填すること。
２、国に対し、緊急に消費税の減税を求めること。また、原油・物価高騰分に見合う生活保護基準の引上げと年金額の引上げを行い、最低賃金は全国一律時給1,500円以上へ引き上げるよう国に求めること。
３、岸田政権は、防衛費ＧＤＰ比２％を掲げ、今後５年間で43兆円に増額するため、医療機関へのコロナ積立金や年金積立金、東日本大震災被災地への復興特別所得税まで流用するとしている。さらに、すでに、中小企業や農業予算の連続削減、社会保障関係費、教育費予算が削減されているのに、今度は、子育て支援を口実に高齢者向けの医療や介護などの改悪をすすめるとしている。国民の間に分断を持ち込み、さらなる社会保障予算削減と消費税増税は許されない。国に対し、大軍拡・大増税反対を表明すること。
４、異次元の少子化対策というのであれば、国の責任で学校給食の無償化、学費の無償化、給付型奨学金制度など教育費の保護者負担の軽減こそ早期に実施すべきと、国に強く求めること。
５、岸田政権は、健康保険証を廃止し、マイナンバーカードを強制しようとしているが、個人情報を収集し国に一元管理することが国のねらいである。別人の情報がひもづけられていたトラブルが県内でも発生し、全国では7,000件以上も発生している。国民皆保険制度を壊し、命を脅かすマイナンバー法の中止・撤回を国に求めること。
６、福島の原発事故の反省も教訓も投げ捨て、「原発回帰」へ大転換する原発推進等５法（ＧＸ電源法）の強行に対し、原発被災県の知事として直ちに抗議すること。
７、漁業者をはじめ、多くの県民が反対している原発汚染水・ＡＬＰＳ処理水の海洋放出は、中止・撤回を国と東京電力に求めること。
８、Ｇ７広島サミットが閉幕し、「広島ビジョン」を宣言したが、核の使用を前提とする「核抑止」を盛り込み、92カ国が署名している核兵器禁止条約には一切ふれなかった。多くの被爆者から失望と批判が沸き起っているが、唯一の戦争被爆国の日本政府として、核兵器禁止条約に一刻も早く署名・批准するよう、政府に強く求めること。
９、難民と外国人の命を危険にさらす入管法改悪案を廃止し、国際人権法と憲法にかなう難民等保護法を制定し、入管制度を根本的に是正するよう国に求めること。
10、旧統一協会と自民党との癒着は重大である。日本の政治をゆがめ、多くの被害者まで出している反社会的集団、旧統一協会の解散を国に強く求めること。
11、県職員の不祥事が相次いで発生している。コンプライアンスの徹底はもちろん、行革で削減してきた正規職員の増員や業務内容の改善等を図るなど、再発防止策を講じて県民の信頼を回復すること。
二、物価高騰から県民のいのち・暮らし・営業を守る対策を
１、コロナ禍による影響が回復していない中で、物価高騰が県民生活や事業者に追い打ちをかけている。電気料金引き上げを行わないよう国及び電気事業者に求めること。
２、電気代滞納世帯に対し、電気の供給を止めることがないよう東北電力をはじめ電気事業者に要請すること。
３、原発維持のため、稼働していない原発に支払う基本料金を電気料金引き上げの原価に含めることは、国民の納得は得られない。料金の原価計算からは控除するよう国、電気事業者に求めること。
４、国の物価高騰対策の地方創生臨時交付金も活用し、県民に電気代負担軽減のための給付金を支給すること。
５、中小事業者の電気料金負担軽減対策は、新たな省エネ設備を設置しない場合でも直接補助対象となるよう制度設計を見直すこと。また、農業関連施設の電気代補助についても穀類乾燥設備等に限定せず、幅広く対象にすること。
６、電気料金高騰対策として県民の要望が高かった省エネ家電購入時の割り増しクーポン券事業を再開すること。
７、コロナ特例で実施した生活福祉資金の緊急小口貸し付けを物価高騰対策の一環に位置付け再開すること。緊急小口資金又は総合福祉資金の貸し付けを受け、償還開始時期に入っている世帯について、住民税非課税の場合は償還免除となることを周知徹底すること。また、住民税非課税でなくても特別の事情がある世帯には特例措置が適用されることを周知すること。
８、ガソリン代軽減のための国は支援措置を順次縮減するとしているが、高値が続くガソリン代の更なる引き上げを招くことは必至である。国のガソリン代軽減策を継続するよう求めるとともに、ガソリン代は利用者への直接補助に切り替えること。
９、今年は今から夏の猛暑等の異常気象を警告する識者の見解が出されている。社会福祉施設の冷房設備の電気代を補助すること。
10、高齢者や低所得世帯が電気代負担を心配して、冷房を我慢し体調不良を招かないよう、県として電気代の補助を行うこと。
三、新型コロナウイルス感染症等の対策について
１、新型コロナ感染症の５月８日の５類移行後の定点観測で、県内の感染者は全国平均を上回り、２回目の報告では増加傾向を示していることから、感染防止対策を講じて、第９波を防止すること。新型コロナ感染症の感染拡大の基準と対策の明確化を国に求めること。
２、感染拡大防止のため、無料の一般検査を県独自に実施すること。介護、障がい者施設での感染防止、クラスター発生防止のため、日常的な感染対策に要するかかりまし経費、及び検査キット確保を補助すること。
３、介護保険関連の入所施設で発生したコロナ感染者については、入院対応を原則とすること。
４、コロナ感染者の死亡者数の発表が２カ月毎とされているが、これでは対策に活かされないことから、発生したその都度発表し、注意喚起と感染対策に活かすこと。
５、季節性インフルエンザが定点観測で流行期に入っていることから、時期外れの流行原因の解明、感染拡大防止の注意を喚起すること。手洗い、消毒等感染防止のかかりまし経費を補助すること。
６、県内の梅毒感染が拡大しているため、感染防止対策について周知を図るとともに、性教育を充実させること。
四、岸田政権の原発回帰に反対し、原発ゼロ、汚染水海洋放出ストップ、真の復興を
（１）原発に固執する岸田政権と対峙し、再稼働・汚染水海洋放出にストップを
1、 今も多くの県民、国民が納得していない汚染水の海洋放出方針は撤回し、当面の間、陸上保管の継続を求めること。専門家の提案を真摯に受け止め、抜本的な地下水対策を国と東京電力に求めること。

2、 「原子力緊急事態宣言」が未だ解除されていないが、岸田政権は原発回帰政策を進めている。ＧＸは原発への依存が明らかであり、本県の復興計画とも相反するものである。60年を超える運転期間の延長や新増設など原発回帰政策の撤回を求め、福島県からこそ「原発ゼロ」を発信すること。

３、３月下旬に１号機原子炉格納容器の内部調査が行われ、ペデスタル内壁全周のコンクリートが消失、鉄筋の露出が確認され、圧力容器の倒壊等に県民は大きな不安を抱えている。ペデスタルの損傷によるリスクなど、都度必要な対策を東京電力に求めるとともに監視体制を強化すること。
（2） 復興と賠償について

1、 本県の復興は、避難者を置き去りにし、惨事便乗型でイノベ関連の呼び込み型・大型事業が中心となっていることから、環境の回復や被災した住民に寄り添った生活インフラの整備、生業の再建を中心とした復興に切り替えること。 

2、 福島復興特措法に位置付けられた国際研究教育機構については、地元の要望を踏まえ、被災地の復興に資するものとすること。
3、 第５次追補に基づく賠償について、コールセンターに電話がつながりにくいなどの状況があることから、東京電力に受付体制の抜本的強化を求め、申請簡素化と迅速な支給につなげること。引き続き会津地域も含めた全県民への賠償を国に求めるとともに、県が給付金支給など以前と同様の対応を検討すること。

4、 県の原子力損害対策協議会全体会議を開催し、オール福島で被害と賠償の実態を共有し、国と東京電力に完全賠償を直接求める機会とすること。

５、農林漁業について、被害者の申請に基づき速やかに賠償すること。また、改植事業など県の補助を賠償から差し引くことはやめるよう東京電力に求めること。
（3） 被災者・避難者支援について

１、政府は、帰還を希望する避難者についてはもとの住宅や周辺を特定帰還居住区域と認定し除染することとしているが、生活圏の範囲を幅広くとらえ、帰還意思の有無にかかわらず除染を実施すること。また、帰還を希望しない人について被害調査を行い、被災者生活再建支援法の対象となるよう国に求めること。

２、避難指示解除後の地域の居住率は平均３割台にとどまり、いまなお多くの住民が避難を継続している。賠償打ち切りによって生活も困窮していることから、避難者の実態に即した支援を継続すること。

３、避難地域を対象にした医療や介護の保険料や一部負担金の減免措置について、打ち切り方針を撤回し、継続するよう国に求めること。
４、避難地域で住民が安心して住める環境を取り戻すため、事業者等への経営支援を行い、インフラ整備を促進すること。
５、国家公務員宿舎の２倍家賃請求や退去強要は行わず、この間の裁判や民事調停を取り下げること。

６、東日本大震災・原発事故以降、度重なる自然災害で心に傷を負いＰＴＳＤを抱える被災者について、医療・教育の個別支援を強化すること。
五、気候危機打開、再エネ・省エネの推進、災害に強い県土づくりに本気の取り組みを
（１）気候危機対応について
１、先進７カ国（Ｇ７）会議で、化石燃料を「段階的に廃止する」方針が初めて盛り込まれたが、焦点となっていた石炭火力発電所の廃止時期については日本が反対し廃止時期が明記されなかった。政府に対して石炭火力発電所を2030年までに廃止することを求めるとともに、県内の石炭火力発電所の中止を事業者に求めること。
２、石炭火力発電の延命のための水素・アンモニアの利用は中止し、化石燃料や系統電力からの水素製造をやめるよう国、事業者に求めること。水素輸入を目的とする小名浜港カーボンニュートラルポートの設備投資は行わないこと。
３、石炭火発や原発に頼らず、再生可能エネルギー・自然エネルギーを基本にしたエネルギー基本計画に見直すよう国に求めること。
４、再生可能エネルギーの推進にあたっては、環境共生、住民参加による地域主導を中心に据え、乱開発、環境悪化、土砂災害等を防止するための条例を創設すること。また、林地開発許可要件の抜本的見直し、許可後も事業者を指導・監督できるようにすること。
５、住宅用太陽光発電設備と蓄電池への補助を増額すること
６、県有施設での省エネの取り組みを促進するとともに、省エネ住宅建設、改修への補助の増額、省エネ家電への買い替えへの補助を再開すること。
７、2024年度から国による森林環境税が課税されるが、二重課税との指摘もあり、県の森林環境税は廃止すること。
８、ＰＦＡＳ(有機フッ素化合物)による環境汚染が全国で問題になっていることから、本県での環境汚染の調査と対策に取り組むこと。
（２）災害対策について
１、河川維持管理費を増額し、浚渫等の維持管理を日常的に行うこと。 

２、遊水池の設置など、流域治水対策は住民が参加する仕組みをつくりながら推進すること。 

３、河道掘削等で発生する建設残土の処理は、飛散防止や運搬時における住民生活や環境への悪影響を及ぼさないよう配慮すること。
４、被災者の住宅再建を支援するため、被災者生活再建支援金を上限額300万円から500万円 に引き上げるよう国に求めること。 

５、避難所について、県は性的マイノリティーへの対応を地域防災計画に盛り込むが、市町村が取り組めるよう具体的支援を行うこと。また、女性・高齢者への支援やトイレ、キッチン、ベッドについて 48 時間以内に整える「ＴＫＢ48」を目標に据えること。 避難所となる体育館にはエアコンを設置すること。 

６、国は、原発事故の被災者や連続する災害被災者に寄り添う支援のため、ケースマネジメントを災害対策基本法に盛り込むが、県もこれを盛り込む災害基本条例を制定し、市町村と連携し推進すること。 

７、災害時に福祉避難所の設置と積極活用のため市町村支援を行うこと。定期的に福祉施設での避難訓練を行うこと。
六、商工業・観光・農林水産業の振興、食糧危機対策について
（１）商工業、観光業を守ることについて

１、コロナの影響に加え、電気代等物価高の影響で苦しんでいる地元中小企業・小規模事業者・観光業者への直接支援を行い、地域経済を守ること。 

２、国に対し、消費税の５％減税・10月実施のインボイス制度導入の中止を求めること。
３、納税が困難な事業者には、徴収猶予にとどめず、減免の特例の実施など特別な手立てを行うよう国に求め、廃業・休業を防ぐこと。貸付の償還免除の救済措置を国に求め県も行うこと。
４、省エネ住宅改修補助は希望者がすべて受けられるように拡大し、地元業者の仕事起こしにつなげること。
（２）農林水産業の振興、食料危機対策について
１、４月の凍霜害で被災した農家支援では、「防霜ファン」設置への補助の他、電気代等維持管理補助も行うこと。また、収入保険は白色申告者でも加入できるよう要件緩和を国に求めること。

２、コロナの影響やウクライナ侵略、異常気象による生産の不安定化や新興国での需要の爆発的増大等、食料危機が心配される中、カロリーベース 38％まで落ち込んだ食料自給率を大幅に引き上げるよう国に求め、県も目標を持つこと。また、77 万トンのミニマムアクセス米の輸入中止を国に求めること。 

３、輸入に頼る肥料・飼料の価格は、国際価格の高騰で重大な影響が続いている。価格高騰に見合う補てんを行うよう国に求め、県も支援策を講じること。

４、畜産農家に対しては、原発事故後輸入飼料が多くを占めていることから、飼料の生産拡充の支援を行うとともに、畜産農家が成り立つよう支援を強化すること。
５、農業経営体の９割を占める家族農業の役割を踏まえ、国連の家族農業年にふさわしく、大規模集約化だけでなく家族経営の支援を強化すること。 

６、農村の強い反発を無視して強行した水田活用交付金の削減を見直すよう国に求め、農業者戸別所得補償制度の復活を国に求めること。米価下落・物価高騰に対して農家への直接支援 を行うこと。

７、新年度からのワンストップ新規就農者支援センターは歓迎されている。各農林事務所や市町村と連携して同様の機能を持たせ、新規就農者を直接・長期的に支援すること。
８、安全・安心な食料供給に向け有機農業を支援し、有機農業を希望する女性・若者の移住促進をはかり、学校給食での利用を推進すること。 

９、ＨＡＣＣＰ適用で伝統的な発酵食品である漬物つくりができなくなる恐れがある。県は、小規模な漬物業者を支援し事業継続させること。
10、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）の導入促進に向け支援を強化すること。
11、県産材の活用強化とともに、林業アカデミーの卒業者も含めて林業後継者を直接・長期的に支援し、山の維持管理を継続して行えるようにすること。

12、漁業の本格操業が軌道に乗るよう、放射能の検査体制や流通・販路拡大支援強化など引き続き漁業者を支援すること。内水面漁業者への支援も強化すること。

七、福祉型県づくりへの転換を
（１）保健衛生行政の拡充
１、新型コロナ感染症のパンデミックを踏まえ、県保健衛生行政を抜本的に強化するため、保健所の保健師配置基準を見直し、大幅な増員を図ること。
また、県内６方部に集約された県の保健所体制については、地域に密着した事業に取り組めるよう支所の設置等を検討すること。
２、県の衛生研究所は、新たな感染症にも対応できるよう検査を行う施設設備の拡充、人員の拡充を図るとともに、老朽化した建物の増改築を行うこと。
（２）医療提供体制の強化
１、2020年の本県の人口10万人当たりの医師数は、全国平均との差が更に拡大したことから、医師確保に向けた取り組みを強化すること。
２、福島医大の理事長選出は不透明さを残したまま、県が医大の選考会議の決定を追認し前職を再任命したことに多くの県民と医科大学職員は納得していない。本県の医師確保に重要な役割を持つ県立医科大学の民主的運営に向け、支援を強化すること。
３、国が来年10月から実施するとしている健康保険証を廃止しマイナ保険証に転換することについては、全国でトラブルが相次いでいる。マイナ保険証への切り替えは中止し、国民皆保険制度を維持するため、全国民に従来通りの健康保険証発行を継続するよう求めること。
４、国保税の子どもの均等割りは県として全額免除にすること。県の国保運営方針から2029年までの全県統一保険料の項目は削除すること。
（３）高齢者福祉の拡充
１、2025年の介護職員充足見込みが本県は全国最下位にあり、若い介護職員が定着しないために平均賃金も全国最低水準となっている。若い介護職員が希望を持って働けるよう、県独自の処遇改善策を強化すること。
２、次期介護保険事業支援計画の策定に当たっては、高齢者、利用者の声に耳を傾け、保険料、利用料の負担軽減を図るよう国の負担割合の引き上げを求めること。また、特養ホームの待機者を解消する施設整備計画とすること。
３、子育て支援の財源確保を理由に高齢者の保険料引き上げを行わないよう国に求めるとともに、出産育児一時金の財源として、後期高齢者医療保険料からの充当は止めるよう国に求めること。
４、県として高齢者のバス、電車代の無料化を実施するとともに、バス、電車の利用が困難な高齢者には、デマンド型、又は個人利用のタクシー代補助制度を創設すること。市町村が実施している小さな交通など、多様な地域コミュニティ交通事業への県の支援を大幅に拡充すること。
５、高齢性難聴者の補聴器購入に県が補助すること。
八、子どもの健やかな成長と教育の充実について
（１）子どもの健やかな成長のために
１、保育所や幼稚園などの子どもの事故防止のためにも保育士等の配置基準を見直し、増員と保育士の処遇改善を求めること。
２、保育料の軽減を市町村任せにせず、県として無償化すること。幼稚園、保育所の食事代は主食も含め無償化すること。
３、放課後児童クラブの保育の質を高めるためにも、半日の仕事ではなく一日勤務の仕事として位置付け、事業費の補助基準を抜本的に見直し、支援員の処遇改善を図るよう国に求めること。
４、東日本大震災と原発事故に加え、コロナ禍の影響等で外遊びが少なくなった子どもたちが、豊かな遊びで発達・成長できるようプレイリーダーの育成と配置をすすめること。
（２）教育の充実について
１、本県の教員不足は東北１位であり、多忙化も深刻な状況で解消されていない。教職員を増やすために標準法の見直しを国に求めるとともに、加配も含め必要な教員数を正規採用で増やすよう県独自の対策を講じること。
２、スクールサポートスタッフの処遇改善を行い、各校に漏れなく配置すること。
３、国が少人数学級を小中高全学年で早期に実施するよう求めるとともに、県独自で高校での30人学級を実施すること。
４、県立高等学校改革後期実施計画においては、高校統廃合が地域の衰退と生徒保護者の負担増を招くことから、合意のない統廃合は行わず、関係住民の声を真摯に受け止め必要な見直しを行うこと。
５、義務教育は無償とする憲法第26条に基づき、学校給食無償化を県の制度として実施すること。
６、教育費の保護者負担軽減に向け、高校のタブレット端末は公費負担とすること。また、県立高校のエアコン電気代は全て県負担とすること。
７、災害時には避難所となる学校の体育館にエアコン設置を進めること。また、小中高校の学校トイレの洋式化を促進すること。
８、チャットＧＰＴについて、文科省は使用のガイドラインを策定するとしているが、教育での活用は原則行わないこと。
九、学生や若者が希望をもって生きられる社会の実現のために

（１）学生等への支援
１、高校生等がいる低所得世帯への奨学金上乗せ給付は、対象世帯を拡充すること。
２、大学生等への給付型奨学金を創設すること。
３、本県は人口流出ワースト３位で、就職や進学時の県外転出が最大の要因となっている。県外大学等の卒業後、県内に戻る学生に対し、奨学金返済免除など県内へのＩターン・Ｕターン促進に向けた特別な支援を行うこと。
４、県立大学の学費半減と入学金免除を行うこと。国公立、私立については国に求めること。
５、県教委が全県立高校に初めて行った調査で、校則について「見直しが必要」との回答が約７割を占めた。見直しを前向きに進めるとともに、生徒の声を十分に生かし、人権尊重を基本にした校則となるよう各学校を支援すること。
（２）若者支援
１、若い世代の単身者について、公営住宅の入居要件を緩和すること。市町村支援も合わせて行うこと。
２、若者への家賃補助を行うこと。
３、移住者への住宅リフォーム助成制度を拡充し、県内の住民も対象とすること。
４、中小企業に直接支援を行い、正規雇用を増やし最低賃金全国一律時給1,500円とするよう国に求めるとともに県独自策を講じること。
十、全国からも遅れている本県のジェンダー平等の推進を
１、選択的夫婦別姓制度の早期実現を、国に求めること。
２、同姓婚を認めないことについて、裁判で２度にわたり違憲判決が下されており、同性婚を認める民法改正を国に求めること。県内でも、パートナーシップ制度を導入する市町村が増えている。理解促進を図るためにも、県が率先してパートナーシップ・ファミリーシップ条例を制定すること。 

３、ＬＧＢＴＱ（性的少数者）の人権を保障する法整備が、日本は世界ワースト２位である。早期の法整備を国に求めること。
４、リプロダクティブ・ヘルス＆ライツを推進し、産むか産まないかを含めて女性の自己決定権を尊重すること。女性の心身を傷つける掻爬法はやめること。ようやく経口中絶薬が承認されたものの10万円と高額である。緊急避妊薬も１～２万円と高額であり、医師の診断が必要とされている。医師の処方箋がなくても薬局で入手できるよう国に改善を求めること。また、性暴力等被害者相談センター等への運営費補助を拡充すること。
５、生理用品は、学校のトイレに無償配備すること。公共施設等のトイレにも無償配備すること。 

６、女性が多い医療・介護・福祉・保育など、ケア労働者の処遇改善・賃金引上げを行うこと。男女の賃金格差の是正・公表が企業や事業所に義務付けされたが、非正規雇用の実態を正しく反映したものとするよう改善を求めること。
７、県が今年度から実施している女性活躍・働き方改革をした企業支援について、正規雇用の転換を促進するため、予算を拡充し支援すること。
８、会計年度任用職員や非正規職員の処遇改善を行い、労働時間は退職金が適用されるフルタイム勤務とすること。
９、県は女性管理職の割合を2030年までに12%とする目標を掲げているが、本県の教育分野は全国ワースト２位、校長、副校長・教頭の男女比は小中高校で全国最下位である。教育分野及び知事部局における女性管理職を大幅に増やすこと。意思決定の場の構成については、男女半々とする目標を掲げ早期に実施すること。
10、トイレについては、男女同数ではなく女性トイレの数が多くなるよう、県として設置者に改善を図ること。
11、女性差別撤廃条約選択議定書を早期に批准するよう、国に求めること。

以上
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